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1. はじめに 
大学をはじめとして、様々な組織は情報技術の発展に

伴ってこれらの様々なツールや機器を業務に導入し、効

率化や利便性の向上を図ってきた。1990 年代には、いわ

ゆる「IT 革命」としてインターネットを中心とした情報

通信技術が社会に広く普及・発展し、組織の業務や情報流

通のあり方が大きく変革した。その後もインターネット

はますます発展し、大学においても様々な業務やサービ

スがオンライン化されている。今般のコロナ禍において

も、感染症対として情報通信技術（ICT）が最大限活用さ

れ、大学の教育や業務が進められたたことは周知のとお

りである。 
このように大学における多くの業務が「デジタル化」さ

れている一方で、行われている業務の内容をつぶさに観

察してみると、コンピュータを用いて処理されてはいる

ものの、ICTの利点が十分に生かされずかえって非効率が

生じている場合があることに気づく。学籍や成績管理な

ど、大学の基幹的な業務においては比較的早い段階から

学務システムなどの業務システムが導入され、毎年度定

型的に発生する作業については効率化や省力化、利便性

の向上が図られている。他方で、これらのシステムの外側

で行われている業務においては、いわば紙ベースで行わ

れていた作業がPCの画面のなかに移っただけで、ICTの

利点が十分に生かされず、むしろ紙よりも非効率になっ

ているような場合もしばしばみられる。 
近年、既存の業務を ICT で置換し効率化や価値の向上

を図ろうとする従来の「情報化」ないしは「ICTの利活用」

といったものから非連続的にパラダイムそのものを変え、

デジタル技術を本質的に活用した価値創造やビジネスモ

デルの変革のあり方として、デジタル・トランスフォーメ

ーション（DX）という概念が注目されている(1)。しかし、

前述のような現状に鑑みれば、組織体制においても各構

成員の知識やスキルの面でも一足飛びに DX を実現でき

るような状況にはないように思われる。革新的なシステ

ムやツールは、導入するだけで課題が解決される場合も

あるが、新しい概念や利用方法をより本質的に理解しな

ければこれまでと同じことを繰り返すだけだろう。 
そこで本稿では、ICTとデジタルデータのより有効かつ

効率的な活用を進める取り組みとして、小樽商科大学に

おけるWeb アンケートシステムを利用した業務の改善事

例について報告する。これは、いわば従来型の ICT 活用

の範疇ではあるが、大学の事務組織における DX を推進

するためには、その大前提として既存の枠組みにおける

組織と業務の十分な「デジタライゼーション」が必要であ

り、ここでの取り組みはその一環として位置づけられる。 

 
2. 業務におけるデジタル化の現状と課題 
一見すると ICT が活用されているようで、デジタルデ

ータの利点を損なってしまっている典型的な業務の事例

として「書類の提出」が挙げられる。従来は紙のフォーマ

ットに必要事項を記載して提出していたものが、メール

の普及でワードプロセッサソフト形式のファイルなどが

メールで配布され、そこに入力して再びメールに添付し

て返送するという手続きである。これらのうち、年間スケ

ジュールや項目がある程度決まっている手続きについて

は一定のシステム化が進んでいる場合もあるが、筆者の

所属組織では未だ多くの場面でこのような紙のフォーム

をコンピュータの中に移しただけの「書類」のやり取りが

行われている。 
書類を提出させるのは、各項目に記載された内容を把

握することが目的であり、その形式は本来問われないは

ずであるが、紙ベースの手続きのアナロジーを引きずっ

たまま ICT が利用され、その利点を損なっている。デジ

タルデータとして効率的に処理するならば、外見上の形

式よりも記載された各項目の情報が、処理が容易でノイ

ズの少ないデータとして一括して取得できる方が望まし

い。これに対して、ワードプロセッサソフト等のファイル

のやり取りでは、記入時にレイアウトが崩れたり、返送さ

れたファイルから各項目の情報を一覧にするために一件

ごとに手作業で整理しなければならないなど、非常に効

率が悪い。加えて、ファイルの状態によっては入力する側

にも多大な負担が生じる。 
このようなことが各所で生じている理由は様々である

が、大きく分けると、利用できる基盤やツールの問題と担

当する職員の知識やスキルの問題、前例踏襲的な組織文

化などが挙げられるだろう。職員において問題を解決す

るための ICT 等に関する知識やスキルが伴わないため、

利便性を向上させるツールを導入できないことや、基盤

やツールだけが提供されても適切かつ有効に活用できず、

状況が改善しない場合も多い。したがって、前例踏襲的な

組織文化の問題は本稿の射程を超えるため脇に置くとし

て、課題を解決するためには、新しいシステムを導入する

だけではなく、デジタルデータの特性や取り扱い方を理

解したうえで、単なる「使い方」や「手順」を超えて応用

的に活用できるように、DXに向けて職員が必要とする知

識やスキルを養成すことと並行して行う必要がある。 
そこで、ここでは「書類提出」業務において、既存のツ

ールを応用的に利用することで業務を改善した事例を示

し、そこから ICT の有効活用や DX に向けての課題を考

える。 



 

 

3. 既存ツールの応用による業務改善 
3.1 Webフォーム基盤としてのアンケートシステム 
一般に新規のシステムを組織に導入・運用することは

予算や保守管理等の面で困難が伴い、導入そのものがで

きない場合も多いが、今回は教学 IR室が学生アンケート

等を実施するために構築した既存のWeb アンケートシス

テムを他業務にも利用する形で導入したため、予算等の

追加的なコストは最小限にとどまっている。 
教学 IR室が導入しているのは、オープンソースで開発

されているWebアンケートシステム「LimeSurvey(2)」であ

る。LimeSurveyは汎用的で非常に高機能なWebアンケー

ト基盤であり、Web アンケートに必要なほぼすべての機

能を備えている1。回答方法としては、単一選択式、複数

選択式、二次元配列式、テキスト入力式、ファイルアップ

ロードなどが利用できる。実施方法としては、匿名でオー

プンに回答を受け付けることもできるが、名簿を登録し

て回答者を限定した記名式調査も実施できる。後者の場

合、回答者ごとに異なる回答用URLが記載されたアンケ

ート回答依頼メールが各対象者に送付され、このURLに

アクセスするだけで回答者が特定される。またこれによ

って、未回答者のみに自動的に督促のメールを送付する

など、回答状況の管理を効率的に行うことができる。加え

て、名簿に各種情報を含めることで、回答依頼メールや質

問内容、選択肢等に、回答者に応じた文言を提示すること

や、回答者の属性や前置設問の回答などによって設問を

切り替えることができるなど、細かくアンケート内容を

コントロールできる。 
このシステムを業務ツールとして見れば、単純に「アン

ケート」を実施するためだけのツールというよりは、提出

管理機能等が付随した汎用的なWeb フォーム作成基盤と

考えることができる。 
 

3.2 業務への試行的導入と利用方法の研修 
LimeSurvey は高機能かつ汎用的なアンケート基盤であ

るため、様々な調査に対応できる反面、各機能を効果的に

活用するためには一定の知識や習熟が求められる。しか

し、利用方法について一般的な説明を行っても職員が担

当する業務の改善や効率化に直結するわけではない。そ

こで、ここでは利用方法に習熟している教学 IR室の教員

がシステムを利用することで効率化できる業務を選び、

それを担当する職員にターゲットを絞り、業務での利用

を通してシステムが有する機能やその利用方法について

実践的に研修を行った。具体的には、アンケートシステム

の大まかな構造や機能を説明したうえで、それらの業務

における応用方法を示し、そのうえで具体的な設定項目

について実際に示しながら調査の設定を行った。 
業務での試行的利用において協力を得たのは、システ

ムを利用することで効率化が期待できそうな業務を担当

している職員のうち、効率化やシステム利用に関心を持

った何名かの有志である。なお試行的利用および職員へ

の利用方法の研修等については、部署の所属長の了解を

得て行っている。 
 

 
1 Web開発でよく利用されるプログラミング言語PHPで動作し、バック

エンドのデータベースにはMySQLやPostgreSQLに対応している。ご

3.3 定期試験照会業務における課題 
試行的に導入した業務はいくつかあるが、ここでは教

務課のが行っている定期試験の方法や日程、試験監督割

り当てに関する教員への照会業務を事例として紹介する。 
定期試験の実施のためには、試験実施科目や実施方法、

実施日程や試験監督の割り当てなどを調整しなければな

らないが、そのために各学期に授業を担当する全教員に

対してこれらの照会が行われる。照会の方法は様々に考

えられるが、毎学期定型的に発生する業務であるため、機

関によって専用のシステムが導入されていることもあれ

ば、紙のフォームで提出する場合もある。 
本学の場合は、授業担当がない教員も含めた全教員宛

ての一斉メールで入力用 Web フォームの URL がアナウ

ンスされ、各教員が自分で科目名や科目コード、氏名やメ

ールアドレス等を入力する形で照会が行われている。複

数の科目を担当する場合には、科目ごとに同様の作業を

複数回繰り返さなければならない。 
Web フォームによる入力とはいえ、この形式にはいく

つか課題がある。まず、照会の対象者が確実に把握できて

いるにも関わらず、照会のメールが非対象の教員を含め

て全教員に一斉配信される点である。一斉配信メールで

あるため、例えば複数教員が担当する科目では自分が入

力しなければならないのかが判断できない場合があり混

乱が生じる。また、回答しなければならない科目について

も、回答者が自分で把握しなければならず回答漏れやミ

スが生じる。また、事務局側でも誰がどの科目に回答して

いるのかを把握するために煩雑なデータの整理が必要で

あることや、未回答者と科目を把握しても、個別の教員宛

てにメールを逐一送付するには膨大な手間がかかるため

督促も一斉メールとなる。そのため、督促があっても誰の

どの科目が未回答状態なのかがわからず、回答の重複や

漏れが生じる。 
回答状況の管理の他に、入力自体にも課題がある。入力

する教員は、自分自身で担当科目の名称や時間割コード

とともに、自分自身について氏名やメールアドレスを入

力しなければならない。また、回答内容についても全科目

の照会を一つのフォームで対応するため、回答が必要の

ない項目や現実には選択不可能な回答を行うことができ

るなど、表記の揺らぎや入力ミスが頻繁に生じ、回答デー

タを整理する際に大きな負担となっている。このように、

照会する側も回答する側も煩雑で非効率な作業が行われ

ている。 
 

3.4 Webアンケートシステムによる改善と効果 
これらの課題に対して、ここではアンケートシステム

の記名式回答を応用することで業務の改善を試みた。 
定期試験に関する照会の対象となる科目や担当教員等

の情報は当然ながら教務課において把握しており、その

リストも既に存在している。これをアンケートシステム

の「調査の参加者」の名簿として登録し、回答依頼のメー

ルを一斉メールではなくアンケートシステムの機能で送

付する形に変更した。システムでは、送付するメールのテ

ンプレートに登録した名簿の属性を埋め込むことが可能

く一般的なWebアプリケーションの構成であり、サーバの構築やイン

ストールは容易である。 



 

 

であるため、依頼相手の教員名および回答の対象科目が

各メールに記載され、その科目専用の回答用URLととも

にメールが送付される。複数科目を担当している教員に

は、担当科目ごとに 1 通のメールが届き、それぞれの科

目専用の回答フォームから回答する。 
メールを受け取った教員は、記載される対象科目を確

認したうえで回答用URLにアクセスし、各科目において

必要な事項を入力する。この時、回答画面においても登録

した名簿の情報を利用することができるため、回答画面

においても担当者名や科目名、授業の曜日・時限等を表示

することで対象科目を認識しやすくし、入力のミスが少

なるようにしている。また、科目や担当者によっては選択

できない選択肢や回答が必要のない項目があるため、あ

らかじめ条件が明らかになっている場合は選択肢や設問

を非表示にし、誤入力を可能な限り防ぐような工夫を行

っている。また、回答が完了すると通知のメールが回答者

に送付され、回答状況が確認できる。 
事務局側からは回答状況が一覧として確認することが

でき、誰がどの科目の照会に回答していないのかを逐一

把握することができる。また、未回答者に対しては督促メ

ールを一括して送付することができるため、回答が行わ

れていない科目だけに絞り、個別的に具体的な督促を行

うことが可能になる。 
回答データは、論理的な回答ミスが排除され、統一され

たデータが蓄積されるため、事後の確認や処理が容易で

ある。また、得られたデータはExcel、CSVをはじめ、SPSS
や R 等の形式でもエクスポートできるため、回答データ

はその後の処理においても容易に利用できる。 
定期試験の実施等に関する照会におけるアンケートシ

ステムの回答画面例を図 1 に示す。回答依頼メールの

URL をクリックすると図のような回答画面が表示される。

図に示すように、スマートフォンでアクセスしてもレス

ポンシブに最適化して表示することができる。また破線

で囲んだ箇所には、担当教員と科目名、授業の曜日・時限

が表示されるようになっており、どの科目への回答画面

かがすぐに分かるようになっている。 
以上のようにアンケートシステムを業務に応用したこ

とで、いくつかの効率化と業務の改善が見られた。 
まず回答者においては、対象者および科目ごとに専用

の回答用URLが送付されるため、回答の対象や内容につ

いてミスや手間が軽減された。これまでに対象科目や回

答者を特定するために入力していた氏名や科目名等が自

動的に特定されるため入力が不要となり、回答者の負担

とミスが大幅に軽減された。また、照会の依頼が一斉メー

ルではなく、対象者ごとに個別の内容となっているため、

これまでよりも回答が得られやすくなっている。特に、メ

ールの本文に「○○先生」のように、通常のメールのよう

な宛名が記載されることが回答を促すようである。これ

は、未回答者への督促のメールにおいて顕著で、督促が送

られた教員の何名かからは、事情の説明や遅延を詫びる

メールが何通か届いている。自分宛てにメールが送られ

ているという意識が回答を促していることがうかがえる。 
依頼メールや督促メールの送付を含め、事務局におけ

る回答状況の管理が大幅に効率化したことも大きな効果

である。従来であれば、回答状況を把握するために記録さ

れたデータを整理する必要があった。その際、回答者や科

目等についてはそれぞれ手入力されているため、表記の

揺れや誤入力、重複回答等があり、それらを職員が逐一確

認しなければ後の業務に利用できるデータが得られなか

った。アンケートシステムを利用すると、これらの点は科

目ごとの専用URLにアクセスした時点で特定され、重複

回答もできないためこの手順は一切必要がない。また、ア

ンケートシステム上に回答状況の一覧を確認できる画面

もあり、必要な時に即座に状況を確認することもできる。 
集まった回答についても、基本的な情報はシステム内

で一貫性と整合性が担保されているため、ExcelやCSVの

形式でエクスポートすれば、ほぼそのまま業務に利用で

きる。システムに参加者名簿を登録する際に授業コード

等を含めておけば、他の情報との結合も容易である。 
今回の定期試験の照会業務へのアンケートシステムの

試行的な導入においては、従来の方法よりも事務局およ

び回答者の双方において大幅に負担が減少し、業務の効

率化が図られた。 

 
図1 アンケートシステムの回答画面例 

（スマートフォン用） 



 

 

なお、ここで作成した調査は項目や設定をそのままテ

ンプレートとして新しい調査を作成することができる。

そのため、学期ごとに同様の照会を行う際には、今回の調

査を修正するだけで再利用することが可能である。事務

局の業務においては、年間スケジュールが定まった定型

的な照会や書類提出が数多くあり、これらの業務にも応

用可能である。 
 

4. 大学運営のDXに向けた課題と今後の展開 
ここでは、定期試験の実施に関する教員への照会とい

う特定業務について、アンケートシステムを応用的に利

用することで、業務が大幅に改善した一事例を示した。こ

こで取り上げた事例が示唆するのは、大学運営において

は各種システムが導入され、ほぼすべての業務がコンピ

ュータを利用して処理されているものの、業務の多くの

部分で未だ十分なデジタライゼーションが進んでおらず、

本質的な組織の DX には程遠い状況であるということで

ある。 
ここでは事務局の業務が ICT によって改善する余地が

十分にあることを示したが、こういった改善や改革をど

のように組織的、効果的かつ継続的に行うのかが組織の

DX に向けての問題である。取り組みを進めるためには、

予算や組織の構造と文化、個々の構成員の知識やスキル、

利用可能なツールや研修等のあり方など様々な要素が関

連するが、ここでは構成員の知識やスキルの面から考え

てみたい。 
ここでの事例のように、一見するとWeb フォームやメ

ールが利用され業務が「デジタル化」されているようだが、

実際は ICT の利点が十分に活用されていない、といった

ことが生じる要因の一つに、紙ベースのアナロジーを引

きずったまま ICT が利用されていることが指摘できるだ

ろう。冒頭に例示したように、書類をメールに添付して提

出させるのはその典型であるし、ここでのWeb フォーム

の利用においても紙に書く場合とほとんど変わらない利

用方法である。ただ、物理的な紙の移動をメールや Web
に代替しているに過ぎない。 

ICTの利用が、現実世界の業務をコンピュータの中の世

界に移すといった水準に留まっている大きな理由として、

業務を遂行する構成員にデジタルデータや ICT をより有

効に活用するための知識やスキルが不足していることが

指摘できる。そしてそれは個々の構成員の資質の問題で

はなく、前提となる知識や情報の不足と適切な研修が行

われていないことによると考えられる。今回のアンケー

トシステムの試行的な利用においては、システムが持つ

機能と業務への応用可能性を示し、具体的な利用方法に

ついてハンズオン形式で説明した程度であるが、これを

経験した担当職員は既に他業務においてもアンケートシ

ステムを応用的に活用し始めている。 
つまり、業務に即して適切かつ具体的に情報提供と研

修を行えば、ICT の有効利用が促されるということであ

る。ICTの有効活用といえば、とかく「システム」を導入

すればすべてが解決するような印象で語られがちである

が、必要なのは業務の内容や構造を理解し、それに適した

ツールやその利用方法に落とし込む応用的視野や知識だ

ろう。つまり、職員は既に前者のいわゆる業務に関する

「ドメイン知識」は十分に持っているが、それを ICT で

効果的に処理するための知識とスキルが十分ではないこ

とが問題だと考えられる。 
ここでの新しい ICT ツールの導入による業務の改善は、

ICT活用の推進ではあるが、DXとはとても呼べないもの

である。しかし、このような経験を積み重ねることで、ICT
の効果的な利用方法を理解し実践できるようになること

が、組織の DX を進める土壌の形成には欠かせないとい

える。「DXの推進」の文脈では、AIや機械学習、IoT、ク

ラウドなど新しい概念がとりざたされるが、これらによ

って解決される課題もあるが、やはり個々の構成員がデ

ジタルデータの特性を理解し、十分に活用できる知識や

スキルをもたなければ、一足飛びに DX の段階には至ら

ないだろう。だとすれば、DXに向けたSDのあり方もお

のずと見えてくる。 
 

5. むすびにかえて 
本稿では、大学運営の本質的なDXの前提条件として、

ICTやデジタルデータの有効活用が必要だと考え、現状の

業務における ICT 利用の課題を指摘したうえで、それを

具体的に改善する事例を示した。業務にWeb アンケート

システムを応用する事例であるが、抽象度を高めれば、

ICT 利用が紙ベースの現実世界のアナロジーに引きずら

れた「デジタイゼーション」に留まる状態から、ICTを駆

使して業務のあり方を変える「デジタライ
・ ・

ゼーション」へ

とステップアップさせたといえる(3)。このステップアップ

の意味を理解する職員が増加すれば、組織のデジタライ

ゼーションとその先にあるDXがみえるかもしれない。 
今回の事例を通してWeb アンケートシステムの業務へ

の応用方法を習得した職員を中心に、他の業務への利用

や他の職員への知識の伝達の取り組みも始まっている。

何名かの職員はより踏み込んだデジタルデータの有効活

用にも関心を示しており、その方法としてプログラミン

グによる業務の改善と効率化の方法をいくつか提案し、

個別的な研修や実業務における実践も始めている。また、

こうした方法論を共有するための勉強会もインフォーマ

ルな段階ながら立ち上がりつつある。 
DX というとAI などの華やかな用語に目がくらむが、

「デジタライゼーション」の段階にも達していない現状

に鑑みれば、こうした地道な取り組みを進めなければ本

質的な DX を実現することはできないだろう。本稿の事

例の成果と位置づけを再確認したうえで、引き続き取り

組みを進めていきたい。 
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